
令和３年度１月補正予算（案）
　　　　　　　　（1月21日臨時会提案）

１　補正予算（案）の概要

〇一般会計補正予算額   　339億3,397万円

　　うち新型コロナ対策　　　75億584万円

○主な内容　

　(1)新型コロナ感染症の拡大防止

　(2)「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と次なる危機への備え

　(3)未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動

  (4)防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保

２　補正予定額

(1)一般会計 （単位：千円）

国支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額 680,222,609 111,810,309 48,163,600 124,631,965 395,616,735

補正予定額 33,933,966 19,384,711 11,726,866 1,674,556 1,147,833

合　計 714,156,575 131,195,020 59,890,466 126,306,521 396,764,568

(2)特別会計 （単位：千円）

補正前の額 補正予定額 合計

歳　入 9,606,477 100,000 9,706,477

歳　出 9,851,468 100,000 9,951,468

流域下水道事業
会計

下水道施設の地震対策による
増額

会　　計　　名 備　考

令和４年１月14日
経営管理部財政課

区　分 金　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

備　考

　※コロナ克服・新時代開拓のための経済対策（R3.11.19閣議決定）に呼応し、４本の柱に沿って、特に対応が急がれるものをとりまとめたもの
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１　新型コロナ感染症の拡大防止 （単位：千円）
［補正後現計］

拡 （健康対策室） 181,569

[2,485,394]

財　　源

拡 （健康対策室） 15,000

[16,500]

財　　源

拡 （健康対策室） 1,474,275

[5,483,775]

事業内容

財　　源

拡 （健康対策室） 3,377,000

[12,585,000]

内　　容

財　　源

拡 （総務課） 1,400,000

[3,739,000]

財　　源

２　「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と次なる危機への備え

新 （障害福祉課） 9,000

財　　源

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

ＰＣＲ等検査無料化事業

　県内の感染状況や「対象者全員検査」の活用による行動制限緩和が可能と
なったことを踏まえ、今後増加が見込まれる一般検査事業の費用を増額

※一般検査事業：感染拡大の傾向が見られる場合に、都道府県知事の判断により、
　　　　　　　　感染不安を感じる県民へのＰＣＲ等の検査を無料化するもの

就労系障害福祉サービス事業所の生産活動拡大支援

　新型コロナの影響により生産活動が停滞している就労系サービス事業所に対
し、新たな生産活動への転換等に係る経費を支援

障害者総合支援事業費補助金等

軽症者等宿泊療養施設の確保・運営

　軽症者、無症状者のための宿泊療養施設を増設（４棟目を設置）

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

自宅療養者への食事支援

　自宅療養となった方が外出せずに療養生活に専念できるよう、必要な食品を
送付

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

新型コロナウイルスワクチンの接種体制の強化

　ワクチンの３回目接種に向けた体制を確保するもの

①特設接種会場の設置・運営
②専門的な相談を受け付けるコールセンターの設置
③時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣の支援
④個別接種の促進支援（医療機関への財政支援）
⑤職域接種の支援（会場設置費等を支援）

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等

飲食店等への営業時間短縮要請に伴う協力金等

　第６波となる新型コロナウイルス感染症がまん延し、飲食店に営業の時短要
請を行わざるを得ない場合に、協力いただいた店舗等に協力金を交付するもの

①時短要請に係る飲食店への協力金
　要請期間の日数により売上高に応じて支給（上限・下限額あり）
②飲食店への時短要請に伴う関連事業者※への協力金
　１店舗あたり　20万円　　　　　※飲食店と直接取引がある事業者、運転代行業

③時短要請協力見回り調査の実施

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

繰越明許費の設定

9,000

繰越明許費の設定

1,474,275
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拡 （観光振興室） 1,049,000

[4,317,000]

対 　 象

内　　容

財　　源

３　未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動

新

（医務課）
（高齢福祉課）
（障害福祉課）

（子ども支援課）

1,989,032

引上げ額

期　　間

財　　源

新 （厚生企画課） 46,000

財　　源

新 （デジタル化推進室） 2,260

財　　源

４　防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保 （単位：千円）
［補正後現計］

(農林水産企画課)
(管理課) 15,668,887

11,842,209

3,826,678

(農林水産企画課)
(管理課) 3,977,551

(農林水産企画課) 3,495,900

3,343,400

152,500

国補正予算を活用した防災・減災対策【公共事業】

　マイナンバーカードの普及促進や地域経済活性化につながるマイナポイント
の取得促進のため、カード交付率が比較的低い若年層をターゲットにＷＥＢ広
告を用いてＰＲ

マイナポイント事業費補助金

看護、介護、障害福祉職員及び社会的養護従事者の処遇改善

　新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線で
働いている看護、介護、障害福祉職員及び社会的養護従事者の収入を引上げ

看護職員等処遇改善事業補助金等

マイナポイントの取得促進

　富山県介護実習・普及センター（サンシップとやま内）のモデルルームを改
修し、介護ロボットやＩＣＴの普及を図るための拠点として整備

地方創生拠点整備交付金等

とやま介護ロボット・ＩＣＴ普及センター（仮称）の整備

令和４年２月～９月

〔看護〕4,000円/月、〔介護・障害福祉・社会的養護〕9,000円/月

国補正予算を活用した農水産業基盤の整備【公共事業】

・農業農村整備事業（農地の大区画化 等）

・水産基盤整備事業（安全対策・就労環境改善）

・道路事業、河川事業、海岸事業、砂防関係施設など

・農業水利施設、ため池、治山施設、地すべり防止施設など

国補正予算を活用した防災・減災対策【直轄事業】

・道路事業、河川事業、ダム事業、砂防関係施設など

※一部既定予算（地方創生臨時交付金）で対応

地元で愉しもう！とやま観光キャンペーンの延長

訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金（地域観光支援）

　キャンペーン期間の延長等により冬期の観光需要を確保
（1月末→3月10日まで）

・宿泊割引（割引上限　県民10,000円※、近隣県民5,000円）
・日帰り旅行割引（旅行代金50％　割引上限5,000円）
・おみやげクーポン券配布（上限2,000円）

県民及び石川県、福井県※、長野県、新潟県、岐阜県の県民

繰越明許費の設定

1,989,032

繰越明許費の設定

15,668,887

繰越明許費の設定

3,495,900

繰越明許費の設定

46,000
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(管理課) 900,000

(農林水産企画課) <376,000>

新 （高齢福祉課） 31,000

財　　源 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金等

新 （障害福祉課） 25,774

財　　源 社会福祉施設等施設整備費補助金等

新 （防災・危機管理課） 222,000

財　　源 防災情報通信設備整備費補助金等

新 （防災・危機管理課） 10,000

財　　源 防災情報通信設備整備費補助金

拡 （県民生活課） 55,718

財　　源 地籍調査費負担金等

　障害者福祉サービス事業所等の利用者の安全・安心を確保するため、施設の
大規模改修等を支援

農業農村､治山､漁港整備に係る債務負担行為の追加（ゼロ国債）

　年度間の切れ目のない発注により事業量を確保するとともに、事業効果の早
期発現を図るもの

道路除雪費の追加計上【主要県単】

　今後の降雪に備えた円滑な道路交通の確保を図るため除雪費を増額

地籍調査の推進

　迅速な災害復旧・復興、社会資本整備の基盤となる地籍調査を推進

介護施設等における防災・減災対策への支援

　介護施設等の非常用自家発電設備や給水設備の整備、水害対策のための改修
等を支援

障害者支援施設等の耐震化対策への支援

総合防災情報システムの改修

　災害被害情報収集・共有システム（消防庁）の構築に伴う、県の総合防災情
報システムの改修

震度情報ネットワークシステムの改修

　震度計の老朽化による更新及び光回線化等による機能強化

繰越明許費の設定

55,718

繰越明許費の設定

10,000

繰越明許費の設定

222,000

繰越明許費の設定

31,000

繰越明許費の設定

25,774
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